
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（１）

平成 年度

１　事業所の概要
（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標
(１)第２計画期間の削減目標

(Ver.1.01) 日本工業規格Ａ列４番

32 事業者番号 0267 事業所番号 026701

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

事業所種別 C　平成20年度以降の3か年度（年度の途中から当該事業所の使用が開始された場
合にあっては、当該年度を除く3か年度）連続して、年間原油換算エネルギー使用量
が1,500kL以上の事業所（他の事業所の一部（区分所有部分、テナント部分等）であ
る事業所は除く）C

事業所名 東京都水道局朝霞浄水場

事業所所在地
市区町村 朝霞市

字・地番 宮戸一丁目３番１号

計画期間 27 年度 ～ 31 年度

産業分類名（中分類） 水道業

分類番号（中分類） 36

事業活動の概要 事業内容
従業員数等

主な製品　浄水
従業員　１０９名

削減目標量
（計画期間合計）

61,737 ｔ-CO2 事業所区分 第２区分

（２）第３計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

基準排出量に対し、削減計画期間の平均削減率を１３％以上とする。
（必要に応じて排出量取引を活用する）

その他ガス

エネルギー起源
CO2の削減

目標の概要

排出可能上限量
（計画期間合計）

413,158 ｔ-CO2

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

基準排出量に対し、削減計画期間の平均削減率を２０％以上とする。
（必要に応じて排出量取引を活用する）

その他ガス

計画期間 32 年度 ～ 36 年度



C事業所（２）

３－1　事業所の温室効果ガス排出量

(1)原油換算エネルギー使用量の推移

（2）計画期間の温室効果ガス排出量の推移
CO2換算（ｔ-CO2）

（3）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本工業規格Ａ列４番

活動規模の指標

事業所番号 26701

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

計画期間

原油換算エネルギー
使用量(kL)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

43,358 43,647

エネルギー起源CO2 84,911 85,490 87,890 90,853 87,927

44,915 46,472 44,957

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

メタン

非エネルギー起源CO2

ハイドロフルオロカーボン

一酸化二窒素

温室効果ガスの合計 84,911 85,490 87,890 90,853 87,927

三ふっ化窒素

そ
の
他
ガ
ス

六ふっ化いおう

パーフルオロカーボン

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.1570 0.1550 0.1559 0.1597 0.1600

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

549,486

生産量

〇 千ｍ3 540,677
原水連絡＋総
配水量＋三園

導水量
551,383 563,828 569,024



C事業所（３）

３－２　温室効果ガス削減目標に係る状況

（１）　基準排出量

基準排出量検証

（２）　基準排出量の変更

（３）目標削減率

目標削減率の区分

（４）削減計画期間

（５）年度ごとの状況

　※　算定を希望する場合のみ記入する。別途、算定資料（任意様式）を添付すること。

（６）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本工業規格Ａ列４番

基準年度検証実施済

変更年度

94,979 t-CO2/年

26701
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

基準排出量

事業所番号

変更量

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

変更量

変更年度 変更量

27 年度から 31 年度まで

27年度
(2015)

28年度
(2016)

変更年度

削減期間
合計

基
準
排
出
量
　
等

基準排出量(A) 94,979 94,979 94,979 94,979 94,979 474,895

トップレベル認
定

13.0%

排出上限量
（C＝∑A-D）
排出削減目標

量
(D＝∑(A×B))

61,737

目標削減率(B) 13.0%

実
績

エネルギー起源
CO2排出量(E) 84,911 85,490 87,890 90,853

排出削減量
（F＝A - E）

10,068 9,489 7,089 4,126

・平成30年度と平成31年度を比較し、排出規模の指標となる原水連絡量が減量したため、消費
電力が減少したことで排出量も減少した。

特
例

高効率設備の
算定量（※）

87,927 437,071

413,158

第２区分

13.0% 13.0%13.0%

7,052 37,824



C事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。 日本工業規格Ａ列４番

Ｎｏ

中区分

区分名称

対策の区分

区分
番号

大区分

事業所番号 26701
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

4 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に

関する措置

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に

関する措置

ポンプ、ファ
ン、ブロワー、
コンプレッサー
等

36_電気の動力・熱
等への変換の合理化
に関する措置

36_電気の動力・熱
等への変換の合理化
に関する措置

36_電気の動力・熱
等への変換の合理化
に関する措置

1 360700

ポンプ、ファ
ン、ブロワー、
コンプレッサー
等

3 360700

ポンプ、ファ
ン、ブロワー、
コンプレッサー
等

2 360700

6 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に

関する措置

41_電気の動力・熱
等への変換の合理化
に関する措置

H26以前

5 330200
空気調和設
備・換気設備

9 380700 照明設備

8 310100 一般管理事項 H26以前

H28年度

7 410700 事務用機器

14

31_推進体制の整備

38_電気の動力・熱
等への変換の合理化
に関する措置

49_排出量取引

15

13

12

11

10 490100 その他 H32以降

不要時に事務用機器の電源を切る。

地球温暖化対策に関わる推進組織の整備

照明設備を省ＬＥＤに取り替える。

必要に応じて排出量取引を活用する

推計
削減量

(t)
(一年度
当たり）

実施年度対策概要

原水連絡ポンプの速度制御方式の変更

導水ポンプの速度制御方式の変更

送配水ポンプの速度制御方式の変更

冷暖房温度の設定・変更

ブラインドの利用

空気調和設備の定期的な保守及び点検の
実施

H26以前

H28年度

H31年度

H26以前

H26以前

H26以前

3,059

2,159

2,121

41



C事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価

自由記述欄

日本工業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

事業所番号 26701


